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１　世帯の動向

〔全世帯〕　　　　消費支出は２年ぶりに減少した。

〔勤労者世帯〕　実収入・可処分所得ともに減少した。

〔無職世帯〕　 　消費支出が可処分所得を上回り、預金取り崩しなどで補っている。

２　年代別の支出の状況（勤労者世帯と無職高齢者世帯）

〔勤労者世帯〕

収入：３４６，３４８円　　支出：２７５，５３６円

　家賃地代が収入の18.2％となり、家賃負担が家計全般に影響を与えている。

収入：５０５，９４１円　　支出：３７３，３０７円

　土地家屋購入について中心的な年代で、住宅ローンについても本格的な返済が始まる。

収入：６２４，２９６円　　支出：４４５，４０１円

　教育に関する支出は際立って大きく、住宅ローン負担額は全世代の中で最も多い。

収入：６０１，４５７円　　支出：４２４，２３４円

　住宅ローンの負担が減少し、嗜好的で選択的な品目の支出が大きく、余裕がみられる。

収入：３５１，４４４円　　支出：３６１，００６円

　住宅の修繕、リフォームへの支出が大きくなっている。食料などの消費支出は減少している。

〔無職世帯〕

収入：　　 　　ー　円　 　支出：２６９，２７７円

　　年金が生活の基礎となっている世帯で、消費全般で支出が少なくなっているが、比較的質

　の高い消費生活をしている。保健医療は、全世代の中で最も大きくなっている。

　注）　勤労者世帯と無職高齢者世帯の１世帯当たり年平均１か月の収入と支出　

　　　　収入：勤め先世帯主収入　　支出：世帯の生計支出　　

　

　　　　　   　　　「　都　民　の　く　ら　し　む　き　」

　　　　　　　　　平成13年東京都生計分析調査報告（確報）の要約

30歳未満の世帯：家賃負担

30代の世帯：土地家屋購入

40代の世帯：教育・住宅ローン

50代の世帯：比較的余裕

60歳以上の世帯：リフォーム

高齢者世帯：質の高い消費



　

　


